






































































































































































































（借方）支払リース料 5，000 （貸方）現金預金 5，000
（貸手側）
×2年3月31日
（借方）現金預金 5，000 （貸方）受取リース料 5，000




































































































































































































































































































































（借方）使用権 12，434　（＊1） （貸方）リース料債務 12，434
（＊1）　5，00011．1＋5，00011．12＋5，00011．13
7　　金利にみあう分だけリース負債とリース資産を同額増加させる会計処理は，「利息費用の計上を避ける
　ための手段」以外の解釈が困難なものといえる。経験的な意味づけが困難な処理を持ち込むことには，
　抵抗がみられるかもしれない。
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×2年3月31日
（借方）使用権
　　　リース料債務
　　　リース費用
1，243　（＊2）
　　5，000
　　5，000
（貸方）リース料債務
　　　現金預金
　　　使用権
1，243
5，000
5，000
（＊2）　12，434×O．1
（c）リース費用の一括把握と「より詳細な区分処理」
　支払リース料の中にはさまざまな要素が混在している。それら「無視しえない要素」の存在
を考慮していない点で，減価償却費と支払利息との区分把握は適切な会計処理といえない。む
しろそこでは一定額のリース費用を一括計上したほうがよい。こういう議論に対しては，次の
ような異論がありえよう。すなわち付随的なサービスの存在が知られており，それらが相対的
に重要であっても，減価償却費と支払利息の要素がリース料総額の中で重要な地位を占めるの
は間違いない。それならむしろ，第3の要素・第4の要素も区分把握したほうがよいのではな
いか。さまざまな要素の混在という事実からは，費用の一括把握が導かれてくるのではなく，
むしろより詳細な区分処理が導かれてくるのではないかというのである。
　要素毎の区分把握は，それが想定可能な意思決定と結びつく場合は，意味のあることとみな
しうる。例えば支払利息の独立把握についていうなら，現金正価を取得時に一括して支払うこ
とも可能なのに，敢えて延べ払いという形が採られているからこそ，その区分把握は意味を持
つ。当初から延べ払いという選択しかありえないのなら，現金正価の支払いを準拠枠とした支
払利息の区分計上は意味のある処理といえないであろう。
　ではこういう観点に立つ場合，第3・第4の要素は区分処理したほうがよいのであろうか。
たとえ廃棄処理の代行・台帳管理の代行・納税の代行などの付随的なサービスがなくても，ユ
ーザーの側にリース契約という形式を選択する誘因を見出せるのなら，それらのサービスへの
対価とそれ以外の部分（減価償却費と支払利息の要素）を区分把握するのは意味のあることと
いえる。しかしそういう誘因を見出せないのであれば8，付随的なサービスと基本的な部分との
区分把握は意味を持たない。先述のとおり，少なくとも日本におけるリースの現状にてらして
考えると，付随的サービスの存在はリースという形態の選択に少なくない影響を及ぼしている
ようである。とすれば，より詳細な区分把握に意味を見出すのは困難であろう。
VIおわりに
（1）要約
　現行リース会計基準には，多くの批判が寄せられる。その原因は，リース契約に係るオンバ
ランス・オフバランスの規準として現在支配的な「事実上の割賦購入とみなしうるかどうか」
が，割賦購入にもレンタルにも類似していない「中間的なリース」を，レンタルの側に無理に
8　付随的なサービスがなければリースの形態を採らないということは，そういうヶ一スではユーザーがみ
　ずから物件を所有することを意味する。「中間的な性格のリース」については，利用可能期間の途中まで
　みずから所有し，その後その物件を第三者に売却することを意味する。
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あわせて処理するよう求めているからと考えられる。この問題を解決するためには，中間的な
リースを含め，リース契約一般に適用可能なロジックでオンバランスが必要とされるケースを
特定化する必要がある（以上，第2節）。
　こういう問題意識を（少なくとも部分的に）共有している刊行物としては，G4＋1のポジシ
ョン・ペーパーが代表例といえる。そこで本稿ではまずポジション・ペーパーの内容をサーベ
イし（第3節），次いでそれがリース契約全体に適用可能なオン・オフのロジックを見出してい
るかどうかを検討した（第4節）。そこでの議論によれば，一定の留保条件が付されるものの，
ポジション・ペーパーの提案が現行ルールの改善に資する可能性が示唆された。財産使用権の
取得という想定はあらゆるリース契約に適用可能であり，しかもレンタルから「中間的なもの」
を経て割賦購入に類するものまで，契約の性質が連続的に変化していく事実をも反映可能なも
のといえる。
　もっとも，ポジション・ペーパーの提案は必然的なものとはいえない。現行リース会計基準
を改善するための手段は，そこで提案されているやりかた以外にもありうる（第5節）。財産使
用権の取得という想定自体は必然性が高いといえるが，そこから導かれてくる会計処理は，ポ
ジション・ペーパーの提案が唯一のものとはいえない。リース契約をめぐる現状いかんでは，
リース資産とリース負債のそれぞれから減価償却費と支払利息を計上する，いま当然のものと
して受け入れられている処理さえ与件とはできない。以上が本稿をつうじて確かめてきたこと
の概略である。
②残された課題
　本稿で確かめてきたのは，現行リース会計基準が抱える問題点の解消を与件としたとき，解
消手段としてどのようなものがありえ，G4＋1のポジション・ペーパーによる提案を有効な解
決手段のひとつとみなしうるかどうかであった。G4＋1のやりかたがひとつの有力な選択肢と
なりうることはいいえても，現行ルールに対してG4＋1ポジション・ペーパーのほうが優れて
いるというようなことはいえない。会計処理の「優劣」を確かめるのは，かりにそれが必須の
要請であれば，今後に残された検討課題といえるであろう。
　また本文で述べたとおり，リース契約を財産使用権の取得とみなすやりかたが現行ルールで
許容されるかどうかについては，その可能性が示唆されたに過ぎない。G4＋1のポジション・
ペーパーは，いわゆる「資産・負債アプローチ」採用の事実から財産使用権の資産計上はただ
ちに許容されるものとみなしているが，話はそう簡単ではない。「資産・負債アプローチ」の採
用が具体的な測定操作をどこまで規定するのか，同アプローチを採用しなければ財産使用権の
資産計上は認められないのかなどの論点も，今後に残された重要な検討課題といえる。
　最後に，いったん計上した財産使用権をめぐる費用配分についても，未解決の問題が残され
ている。本文中で述べたとおり，配分方法の選択（減価償却費と支払利息との分離把握なのか，
一括定額償却なのか，「第三の方法」なのか）は，リース料をめぐるさまざまな事実に依存して
いる。具体的にいうなら，リース料がどういう要素から構成されているのか，それぞれの要素
はどれだけの比重を占めているのか，ユーザーが敢えてリースという形式を選択するのに影響
を及ぼすのはどの要素なのか，こうした問いに対する解答のいかんが，費用配分のありかたを
決めるのである。ただ上記の諸点に係る事実はいまだ確かめられていない。この解明も，今後
に残された検討課題といえる。
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〔付記〕
　本稿を貫くアイディアの多くは，2002年11月16日に東京大学経済学部で催されたワークショ
ップにおける，坂井映子氏（東京大学大学院）の報告をつうじて示唆を受けだものである。こ
こに記して感謝したい。いうまでもなく，推論上の誤りについてはすべて筆者（米山）がその
責を負っている。
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